















































































































































































































棟あたり 0 .7 人の死者が出ている。となると、20
万棟焼失するのであれば 1万人から 2万人死んで
もおかしくない。といっても、地域の状況に左右
されるので、延焼のシミュレーションと避難のシ
ミュレーションを重ね合わせて、火炎等に巻き込
まれる人の数を求め、より精度の高い被害想定に
努めるようにしなければならない。いずれにし
ろ、想定結果を鵜呑みにしてはいけないというこ
とである。
（2）質的な想定での問題
巨大災害は滅多に起こらない特殊事例である。
それゆえに、過去の事例で起きたことが次の事例
で必ず起きるとは言い切れない。関東大震災のよ
うなことが起きると火災に備えていると、阪神・
淡路大震災では家屋の倒壊が多くの命を奪った。
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そこで、家屋の倒壊に備えていると、東日本大震
災のような津波地獄が起きてしまった。というこ
とで、今度はこの津波に総力を挙げて備えようと
している。津波に備えることは間違いではない
が、津波以外の未知の災害、新しい被害にも目を
向けなければならないのである。
この新しい災害に備えることは、首都東京では
とても重要である。他の都市ではない特徴を東京
はもっている。だからこそ、東京でしか起きない
災害、経験したことのない被害が起こりうる。帰
宅難民問題や広域停電問題などの発生が懸念され
る。超広域火災や超高層ビル火災の発生も考えら
れる。政治機能や金融機能の麻痺も考慮に入れて
おかなければならない。全国シェア率の高い部品
工場が大田区などに集中しており、全国の工業生
産への影響も無視できない。災害をイメージする
力が、ここでは問われる。
経済機能の麻痺にも関わって、直接被害がどう
なるかを予測することも大切だが、間接被害がど
うなるか、復旧や復興の過程で何が起こるかを
予想することも大切である。1日数万人のボラン
ティアをどう受け止めるか、住宅を失った数十万
世帯の仮設住宅はどうするのか、仮設に民間の空
き家を活用するとどうなるのか、被災者の圏外移
転が大量に起きるとどうなるのかなど、起こりう
るあらゆるケースについてシナリオ型のシミュ
レーションを行っておく必要がある。
4	 減災の考え方で総合化をはかる
阪神・淡路大震災後に、従来の防災という言葉
に代わって「減災」という言葉が使われるように
なり、今回の東日本大震災の後では国の復興の基
本方針などにも取り入れられ、その定着化がはか
られつつある。ところで、減災の考え方は従来の
防災の考え方を大きく変えるものである。この減
災への転換が時代の要請であるとするならば、防
災基本計画や地域防災計画の内容も減災の考え方
で再編成しなければならない。それは対策間のつ
ながりや関連性を強く意識して、総合性を持った
対策体系として再編成することである。
（1）減災の考え方
減災の概念は、「大きな自然に対する小さな人
間」という哲学的な考え方を基礎としている。大
きな自然に対して小さな人間のできることは限ら
れており、自然を制圧しようとか自然を克服しよ
うとか考えてはいけない。「自然の大きさを素直
に受入れて、自然との共生に努めなければならな
い」という認識を基礎としている。その認識は、
大きな自然の破壊による被害については零にする
ことは難しく、小さな人間のミスによる被害を零
にすることも難しいという、戦略論に行き着く。
この「結果論として零にはできないが、実践論と
して零に近づけることはできる」というのが、ま
さに「減災」なのである。
実践論として、被害を零に近づけるということ
は、被害を少しでも減らす試みを積み重ねるとい
うことである。ここから「対策の足し算による被
害の引き算」という、減災の手法が具体的な形で
浮かびあがってくる。少しでも減らそうと、小さ
な努力や着実な試みを積み重ねていけば、被害を
零に近づけることができる。ところで、この減災
のための足し算では、闇雲に対策を足し合わせる
のではなく、対策の個々の特質や相互の関係を勘
案しつつ、効果的に足し合わせることが求められ
る。多重防禦あるいは多元防備をシステムとして
設計することに通じる。
ところで、河川の氾濫などに対応する治水対策
において、「総合治水」という減災に通じる考え
方が既に取り入れられている。この総合治水で
は、強大な堤防だけで浸水被害を防ごうとするの
ではなく、遊水地などの水を溜める場所を設置し
たり、土地利用によって流入する水量を調整した
り、迅速に避難できるシステムをつくったりし
て、トータルとして被害の減少をはかろうとする
のである。ハードとソフトの質の違う対策を並列
に組み合わせて、被害軽減を確実にはかろうとし
ている。まさに、対策の体系的な組み合わせ、有
機的な重ね合わせという、減災の具現化をそこに
見ることができる。
（2）効果的な足し算による総合化
この体系的な総合化をはかるということで、減
災の基本にある四つの足し算を提起しておこう。
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それは、時間の足し算、手段の足し算、空間の足
し算、人間の足し算である。この四つの足し算を
基軸にして、地域防災計画の対策や課題の統合を
はかるのである。現行の地域防災計画では、この
うちの時間の足し算については、予防対策、応急
対策、復旧対策という形で、部分的に取り入れら
れている。とはいえ、現在の防災計画がバケツリ
レーや救助ロボットというように、応急対応中心
になっているのを改めて、より予防に重点を置い
たものにすることが欠かせない。さらには復旧や
復興にも力を入れたものにすることが求められる。
この時間の足し算では、事前と事後を有機的に
つなげて考えることも欠かせない。例えば、住宅
の地震対策についていうと、事前に耐震補強をし
ていた人の住宅が地震で全壊した場合には、耐震
補強していない人よりも手厚く支援が受けられる
ようにするのがよい。こうした制度設計により、
事前と事後の間につながりを持たせるのである。
私は、これについては、車検になぞらえた「家検
制度」を提唱している。10 年ごとに耐震診断と
いうチェックを受け、建物の耐震性が欠如してい
ると家検が下りない。補修などによって耐震性を
確保すると家検が下りる。家検が下りていると、
保険や固定資産などで優遇を受けられるようにす
るのである。
次の手段の足し算というのは、ハードな対策と
ソフトな対策さらにはヒューマンな対策を組み合
わせることをいう。堤防や耐震補強といったハー
ドな対策だけではなく、自主防災組織の形成や情
報伝達体制の整備といったソフトな対策にも力を
入れる。さらには、防災教育や避難訓練といった
ヒューマンな対策を組み合わせるのである。教育
や訓練を防災計画の中に正しく位置づけること
は、喫緊の課題となっている。なおここでも、ソ
フトの避難情報伝達のシステムが充実している
と、ハードの避難ビルまでの距離が多少遠くなっ
ても、トータルの避難完了時間が許容時間内であ
れば許されるといった、ソフトとハードのつなが
りを考える。
三番目の空間の足し算は、幹線道路などのイン
フラ建設に代表される大きな空間の整備と路地裏
などの清掃活動に代表される小さな空間の整備と
を足し合わせることをいう。最後の人間の足し算
は、行政と市民が被害軽減のために協力し合うこ
とはいうまでもなく、更に企業やコミュニティの
力を合わせることをいう。この二つの足し算は、
身近なところからのまちづくりやボトムアップ型
の地域づくりの強化をはかることを求めている。
阪神・淡路大震災の教訓であった、公助、自助、
互助、共助の足し算を具体化することでもある。
四番目の人間の足し算に関わって、「協働の正
四面体」ということをここでは提起しておきた
い。四面体の頂点を、行政、コミュニティ、企
業、NPOなどの中間組織が構成し、それぞれが
対等の関係でつながってスクラムを組むのであ
る。これは自治体主導の計画という現行の地域防
災計画に対するアンチテーゼである。となると、
自治体だけの地域防災計画ではなく、地域に関わ
る全ての人の地域防災計画にしなければならな
い。その策定をはかる、地域防災会議の構成員
も、コミュニティやボランティアの代表者も含め
た形に変えていかなければならない。
5	 実行管理の徹底をはかる
施策管理の手法としてPlan（計画）、Do（実践）、
Check（検証）、Action（改善）からなるPDCA
サイクルがある。減災では、このPDCAサイクル
の前にAssess（予測）を付け加えて、APDCAサ
イクルとすることが推奨される。このサイクルで
は、Pと Cの関係さらには Cと最後のAの関係
が大切である。減災の目標がどこまで達成された
かを常にチェックし、その目標の達成が不十分だ
と今までのやり方を変える。このやり方を変える
中には、行政の担当者を降格させるという対応も
含まれる。今までの絵に描いた餅的な防災計画に
リアリティを与えることが、この実行管理ではポ
イントとなる。
パンフレットを配布するだけでは家具の転倒防
止が進まないとすると、町内会ぐるみで取り組ん
で全世帯でそれが達成されると一升瓶がご褒美に
もらえるようにする。それでもうまくゆかない
と、転倒防止サポート隊を組織して派遣する仕組
みをつくるといったように、可能な限りの努力を
するのである。人命に関わることだけに、目標を
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絶対に曖昧にしてはならない。「燃えないまちを
つくります」といった抽象的で実現不可能な課題
を設定するのではなく、「まちかどに消火バケツ
をおきます」といった具体的で実現可能な課題を
設定して目標をやりきる取り組みが、ここでは求
められる。
最後のAから最初のAへのつながりも大切で
ある。最初のAの被害想定は、対策の方向性を
見極め計画を策定するために欠かせないものであ
るが、最後のAの対策改善の効果を評価するた
めにも欠かせない。危険評価と対策実施が相互に
フィードバックしあうことにより、対策の実践や
改善の努力が見えるようになる。現行では、いく
ら自主防災組織の育成に努めても、いくら防災教
育の実践に努めても、被害想定の結果は全く変わ
らないようになっている。それでは、努力が報わ
れないし努力する気にもならない。
この実行管理では、課題の進捗状況をチェック
することに加えて、課題の実行能力を高めること
が欠かせない。それぞれの実行パスの信頼性を高
め、課題達成というシステムの信頼性をあげるの
である。課題達成のためのシステム環境の標準化
や簡便化をはかって誰でもが確実に行えるように
する、教育や訓練を繰り返し実施して何時でもど
こでも実行できるようにすることが、ここでは求
められる。現行の地域防災計画では、計画の習熟
ということがうたわれているが、どう習熟をはか
るかが具体的に書かれていないので、身につかな
い。
6	 初動体制の再構築をはかる
最後に初動体制の見直しにも触れておきたい。
今回の東日本大震災の大きな問題点として、初動
対応の遅れがある。それは、救援等の責務を負う
基礎自治体が崩壊した、情報を収集し共有化する
仕組みが脆弱であった、広域的な調整あるいは指
揮が十分でなく支援が後手に回った、非常時にお
ける責任の移転や補完のシステムが曖昧であった
などのためである。このうちの多くは、巨大、広
域、複合といった今回のような未曾有の災害を前
提としていなかった、防災計画上の死角から生ま
れており、その改善をはかることが求められる。
ここではまず、被災状況を迅速に把握する情報
システムの構築が急がれる。情報収集におけるハ
イテクとローテクの融合、鳥の目と虫の目の融
合、トップダウンとボトムアップの融合による、
迅速性と正確性さらには冗長性を持ったシステム
とすることが急がれる。無線のデジタル化や人工
衛星の活用さらには地図情報システムの導入と
いった技術面の改善も欠かせないが、情報団ボラ
ンティアなどの協力による草の根的な情報収集シ
ステムを細やかに構築することも欠かせない。
情報を待つのではなく情報を取りに行くシステ
ムの確立をはかることも忘れてならない。被災状
況が分からないので分かるまで待機する、下から
ニーズが上がって来ないから支援をしないといっ
た対応になってはいけない。被災情報がない、あ
るいは支援要請がないということは、被災地が壊
滅的な状況になっていると考えるべきで、落下傘
のように情報を取りに行く体制をつくっておかな
ければならない。被災地の混乱した状況の中での
余裕のなさを考えると、被災地側に状況報告を求
めるという収集体制は見直さなければならない。
情報は押しかけて取るという原則を確認しておき
たい。
自治体等が壊滅した時にその機能の補完をいか
にはかるかも、再検討すべき大きな課題である。
巨大かつ広域災害においては、垂直連携のシステ
ムと水平連携のシステムがいると、私は考えてい
る。垂直連携は、上位にある国や県が下位にある
市町村を支援する仕組みである。水平連携は、同
じ位置にある自治体同士が支援し合う仕組みであ
る。自治体相互でなくとも、ボランティアや企業
がコミュニティを支援するのも水平連携の一つと
みなすことができる。壊滅的な非常事態において
は、こうした補完的で多重的で広域的な支援のシ
ステムが欠かせないことが、今回の大震災で明ら
かになった。
この広域的な支援あるいは多重的な連携では、
自治体が援助を受けるための受援計画を策定する
ことが欠かせない。支援計画があっても、受援計
画がないという自治体が殆どであった。支援を受
けることは精神的にも財政的にも負担になるの
で、考えたくないという心理が働いていたためで
1354 防災まちづくり　　東京都の地域防災計画はどうあるべきか
ある。しかし、支援の必要な被災者のことを思う
と、緊急物資やボランティアなどの積極的かつ効
果的な受入れは不可欠で、物資の受入れセンター
の設置や応援部隊の駐車場の確保など、受援のた
めの計画をつくっておくことが欠かせない。
受援の計画に関わって、被災地が壊滅した場合
に、被災地の中ではなく被災地の周辺で受入れを
する、また被災地の関係者ではなく被災地の外の
力を借りて受入れをする仕組みも考えておかねば
ならない。今回の大震災では、被災地の社協がボ
ランティアの受入れセンターをすぐには設置でき
ず、その結果としてボランティアが何時まで経っ
ても受入れられない状況が生じた。こうした経験
に学んで、どうすれば迅速にボランテアセンター
が設置できるか考えておかなければならない。
社協だけに任せるのではなく、全国レベルでの
NPOなどの支援も求めて、設置することも考え
なければいけない。
今回の大震災では、垂直連携がうまくゆかな
かったのに対して、水平連携は大きな成果を上げ
ている。姉妹都市や友好都市という関係による自
治体間の支援はもとより、関西広域連合のカウン
ターパート支援や杉並区などのスクラム支援と
いった新しい自治体間の支援形態が生まれ、大き
な成果をあげている。こうした支援が、効果的に
行えるよう、日ごろから都市間連携に努めるなど
の取り組みが欠かせない。
なお、カウンターパート支援は、支援する相手
を地域割によって特定し、責任を持って継続的に
支援できるようにするもので、兵庫県は宮城県、
大阪府は岩手県といった形で行われている。ま
た、スクラム支援は、複数の自治体がスクラムを
組むように連携して一つの自治体を支援するもの
で、杉並区は新潟県の小千谷市や北海道の名寄市
などと一緒になって、南相馬市を支援している。
こうした自治体間の連携に限らず、東日本大震災
で効果をあげている先進的な取り組みに学んで、
地域防災計画の内容の改善をはかることも忘れて
ならない。
